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１ 食料基地関係 

（１）世界の人口 

中長期的に食料の需給に大きな影響を及ぼす世界の人口は、国際連合の推計によると開発途

上国を中心に大幅に増加し、２０００年の６０億６千万人が２０５０年には約１．５倍の９３

億２千万人になると見込まれている。 

 
世界人口の見通し 

                                単 位：千万人 

 １９５０年 ２０００年 ２０５０年 

世 界 全 体 ２５２ ６０６ ９３２ 

 先 進 国 ８１ １１９ １１８ 

 開 発 途 上 国 １７１ ４８７ ８１４ 

 

 １９５０年 ２０００年 ２０５０年 

ア ジ ア １４０ ３６７ ５４３ 
ア フ リ カ ２２ ７９ ２００ 

北 ア メ リ カ １７ ３１ ４４ 

ラテンアメリカ・カリブ海 １７ ５２ ８１ 
ヨ ー ロ ッ パ ５５ ７３ ６０ 

オ セ ア ニ ア １ ３ ５ 
注：国際連合による中位の推計値。    四捨五入をしているため、各地域の合計が世界全体と一致しない場合がある。 

先進国…日本、米国、カナダ、全欧州、豪州、ニュージーランド 

開発途上国…上記先進国をのぞく全地域 

 

 

 

 

出典：国際連合「Ｗｏｒｌｄ Ｐｏｐｕｌａｔｉｏｎ Ｐｒｏｓｐｅｃｔｓ， Ｔｈｅ ２０００ Ｒｅｖｉｓｉｏｎ 」 

千万人 
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耕地面積の推移（北海道、全国シェア）
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出典：農林水産省「耕地及び作付面積統計」

 

（２）主要先進国の供給熱量自給率の推移 

主要先進国の供給熱量自給率の推移 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：農林水産省「食料需給表」、FAO「Food Balance Sheets」 

 

（３）耕地面積の推移 

北海道の耕地面積は約 119 万ｈａであり、近年、微減傾向で推移。全国の耕地面積が減少傾

向で推移していることから、全国シェアは拡大傾向で推移しており、全国の約４分の１を占め

る（北海道の自給率は 178％で、都道府県別比較では最も高い。）。 

 

出典：農林水産省「耕地及び作付面積統計」 
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販売農家の専業・兼業別構成比（平成12年）
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＊農林水産省「農業センサス」

 

（４）農家一戸当たり耕地面積の推移 

一戸あたりの経営耕地面積は拡大しており、平成１２年で１７．０ｈａとなっており、全国

の１１．３倍となっている。 

（５）販売農家の専業・兼業別構成比 

北海道では、専業的な農業が営まれており、販売農家に占める専業農家数の割合は、全国に

比べて、高くなっている。 

 

農家１戸当たり耕地面積の推移（北海道、全国）
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＊農林水産省「耕地及び作付面積統計」、「生産農業所得統計」、「農業センサス」
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出典：農林水産省「漁業・養殖業生産統計年報」
　　　　　　　　　　　　「北海道農林水産統計年報」

 

（６）全国と北海道の漁獲量と漁獲金額のシェア推移 

北海道の漁業生産は、漁獲量において全国的に減少傾向の中、シェアで 25.5％を占めるに至

っており、漁獲金額のおいても 16.3％を占め、いずれも全国第一位となっている。 
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出典：農林水産省「漁業・養殖業生産統計年報」
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出典：北海道経済部「北海道貿易統計」 

２ 国際交流圏関係 

（１）北海道とロシア連邦の貿易実績 

北海道の対ロシア貿易額について､１９９８年はアジアにおける通貨危機とその後におきた

ロシア通貨危機の影響を受けて減少したものの､１９９９年からは再び増加し､２０００年は約

９６４億円となっている。 

(単位：百万円） 

１９９５年 １９９６年 １９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年 
区 分 

（平成７年） （平成８年） （平成９年） （平成１０年） （平成１１年） （平成１２年） 

全 国 108,156 100.00% 113,353 100.00% 122,665 100.00% 127,569 100.00% 54,691 100.00% 61,404 100.00%輸 

出 北海道 4,043 3.74% 5,817 5.22% 5,215 4.25% 6,326 4.96% 6,196 11.33% 4,980 8.11%

全 国 444,779 100.00% 428,365 100.00% 483,129 100.00% 377,680 100.00% 428,543 100.00% 493,791 100.00%輸 

入 北海道 59,804 13.45% 76,993 17.97% 82,378 17.05% 70,259 18.60% 82,361 19.22% 91,393 18.51%

全 国 552,935 100.00% 539,718 100.00% 605,794 100.00% 505,249 100.00% 483,234 100.00% 555,195 100.00%合 

計 北海道 63,847 11.55% 82,810 15.34% 87,593 14.46% 76,585 15.16% 88,557 18.33% 96,373 17.36%
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（２）国際的な資源・エネルギー開発との連携 

サハリン石油・天然ガス開発プロジェクトⅠ、Ⅱは、2005 年から 2010 年には石油・天然ガ

スとも本格的な生産体制に入ると考えられる。  

これに対し、サハリンプロジェクトの後方支援基地を担おうとする協議会、研究会等が道内

各地で活動している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：北海道天然ガス導入研究会調べ 

 
北海道における後方支援機能に関する協議会、研究会等の活動地域 

市町村 稚内市、函館市、小樽市、留萌市、室蘭市、石狩

市、網走市、女満別町 

支庁 宗谷支庁、網走支庁 
出典：サハリンプロジェクト北海道協議会調べ 

 サハリンⅠ サハリンⅡ 

推定埋蔵量 石油 約 25 億ﾊﾞｰﾚﾙ 

天然ガス 約 17 兆立方ﾌｨｰﾄ 

石油 約 7 億 5000 万ﾊﾞｰﾚﾙ 

ｶﾞｽｺﾝﾃﾞﾝｾｰﾄ 約 3 億ﾊﾞｰﾚﾙ 

天然ガス 約 18 兆立方ﾌｨｰﾄ  

鉱区 チャイウオ、オドプト、アルクトン・

ダギ 

ピルトン、アストフ、ルン 

経緯 

 

1974 サハリン石油開発協力(株)設立 

1995  サハリン石油ガス開発(株) 

（SODECO）設立 

    生産物分与契約締結 

1996  生産物分与契約発効 

1986  三井物産、マクダーモット社の

コンソーシアム設立 

1994  ｻﾊﾘﾝ･ｴﾅｼﾞｰ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ社設立 

   生産分与契約締結 

1996 生産分与契約発効 

1999  原油生産開始 

事業主体 コンソーシアム 

  ｴｸｿﾝﾈﾌﾃｶﾞｽ（米）    30% 

  SODECO （日）      30％ 

  ﾛｽﾈﾌﾁｰｻﾊﾘﾝ（露）    17% 

  ｻﾊﾘﾝﾓﾙﾈﾌﾃｶﾞｽｰｼｪﾙﾌ（露）23% 

開発会社 ｻﾊﾘﾝ･ｴﾅｼﾞｰ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ社 

 ﾛｲﾔﾙ･ﾀﾞｯﾂ･ｼｪﾙ（英蘭） 55% 

 三井物産（日）        25% 

 三菱商事（日）        20% 

今後の動向 

 

・原油は2005 年度生産開始を目標 

・日本ｻﾊﾘﾝﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ調査企画(株)によ

りﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ敷設が検討。 

・天然ガスは2006 年度輸出開始を目標 

サハリン石油・天然ガス開発プロジェクト（Ⅰ・Ⅱ）の概要 
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北海道旅行の目的
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３ 観光・保養関係 

（１）宿泊旅行で行ってみたい地域 

 アンケートによると、北海道は宿泊旅行で行きたい地域の最上位に選ばれている。 

宿泊旅行で行ってみたい地域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）北海道旅行の目的 

 

〈東 京 圏 〉
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上 信 越
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南 東 北

中 信 山 岳

新 潟

近 畿

中 信 高 原

群 馬

伊 豆 七 島

鎌 倉 ・ 湘 南 ・ 三 浦

富 士 山 周 辺

山 梨

上 越

千 葉

千 葉

埼 玉

茨 城

（ ％ ）

（ｎ＝ 1 , 5 0 0 人 ）

〈大 阪 圏 〉
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長 野 ・ 山 梨

飛 騨

冨 士 箱 根 伊 豆 ・ 静 岡

北 陸

関 東

山 陰

愛 媛 ・ 高 知

伊 勢 志 摩

淡 路 島

和 歌 山

但 馬 ・ 因 幡

香 川 ・ 徳 島

若 狭 ・ 丹 後

広 島 ・ 山 口

滋 賀 ・ 京 都 ・ 奈 良

兵 庫 南 部

岡 山

東 海

（ ％ ）

（ｎ＝ 1 , 0 0 0 人 ）

出典：（社）日本観光協会「大都市住民の観光レクリエーション（1999 年度）」 

注 ：複数回答のため、合計は 100％を超える。 

出典：北海道経済部「来道観光客動態調査（2000年度）」 

注 ：複数回答のため、合計は 100％にはならない。 
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（３）訪日外国人の来道者数の年度別推移 

訪日外国人来道者（実人数）は年々増えてきており、2000 年度は 20万 6600 人となっている。

国・地域別では台湾が最も多く、全体の約５割を占め、以下、中国（香港）、韓国の順となって

いる。 

 

訪日外国人の来道者数の年度別推移（実人数） 

                                 単位：人 

  97年度 98年度 99年度 00年度 

 アジア 

中    国 2,200 1,900 2,100 2,400 

 韓    国 16,500 10,800 17,800 19,900 

 台    湾 52,800 93,700 120,900 109,700 

中国（香港） 11,500 15,200 20,800 29,400 

シンガポール 1,400 1,450 1,200 1,400 

 

そ の 他 2,800 3,650 2,750 4,800 

 小  計 87,200 126,700 165,550 167,600 

 

ロ シ ア 7,300 5,700 6,400 6,100 

ヨーロッパ 

そ の 他 7,500 8,100 7,200 9,350 

小     計 14,800 13,800 13,600 15,450 

北米                                               

米   国 8,700 8,100 7,350 8,350  

カ ナ ダ 1,000 750 1,000 1,050 

 小  計 9,700 8,850 8,350 9,400 

中南米  700 900 500 650 

アフリカ  400 450 400 400 

オセアニア 3,300 2,600 2,900 4,150 

不  明  4,800 17,000 12,600 8,950 

  合  計 120,900 170,300 203,900 206,600 

 出典：北海道「観光入込客数調査報告」   
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４ 恵まれた環境等の継承、環境・エネルギー問題解決への貢献 

（１）国立公園等位置図 

北海道は、雄大な自然が残され貴重な動植物が生息するなど、多くの特色ある自然環境を有

しており、多様な国立公園、国定公園が指定されている。また、自然との共生を図る取組が行

われている。  

 

国立公園等位置図（指定状況 99 年度末） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  全 国 北海道 北海道の占める割合 

箇所数 28             6 21.4%
面 積 2,051,179ha 503,263ha 24.5%国立公園 

 特別保護地区面積 269,300ha 87,910ha 32.6%

箇所数            55            5  9.1%

面 積 1,343,273ha 212,359ha 15.8%国定公園 

 特別保護地区面積 66,490ha 22,210ha 33.4%
出典：環境省「国立公園地種区分別面積」、「国定公園地種区分別面積」（２００１年３月３１日現在） 

※特別保護地区：特に優れた自然環境、原始状態を保持している地区。 

日高山脈襟裳国定公園 

知床国立公園 

大雪山国立公園 

網走国定公園 

阿寒国立公園 

釧路湿原国立公園 支笏洞爺国立公園 

利尻礼文サロベツ国立公園 

暑寒別天売焼尻国定公園 

ニセコ積丹小樽海岸国定公園 

大沼国定公園 

国立公園 

国定公園 
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（２）北海道における新エネルギーの主な導入事例 

 
北海道における新エネルギーの主な導入事例 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

凡  例 

 風力発電（10ｋｗ以上） 

 ＮＥＤＯ風力開発フィールドテスト 

 ＮＥＤＯ地域新エネルギービジョン策定自治体 

 太陽光発電（5ｋｗ以上） 

 太陽熱利用（100ｍ2 以上） 

 廃棄物利用・ＲＤＦ 

 大規模ガスコジェネレーション 

 燃料電池 

 中小水力（自家用） 

出典：新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）調べ 
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（３）北海道新エネルギー・ローカルエネルギービジョン 

（北海道、平成１０年２月策定） 

 エネルギー需給面からの取り組みとして、環境負荷の少ない新エネルギー・ローカルエネル

ギーの開発導入に積極的に取り組み、エネルギーの自給率を高め、その安定的な確保を図ると

ともに、地球環境の保全に寄与することを目的に策定。 

 
 

 

出典：北海道「北海道新エネルギー・ローカルエネルギービジョン」 

注１．上記以外のバイオマス、水温度差エネルギー、海洋、下水汚泥・し尿汚泥利用および排熱については、量的把握が困難なため、数値を算定

していない。 

２．Ｋｌ表示は原油換算値である。 

３．廃棄物発電には、産業廃棄物用の発電を計上していない。 

４．コージェネレーションの原油換算値は、発電量の数値であり、熱量は計上していない。 

５．クリーンエネルギー自動車の原油換算値は、国の「新エネルギー導入大綱」等の導入目標の前提となっている導入台数と原油換算値を参考

として試算したものである。 

４．８％１．９％一次エネルギー総供給に占める割合 

約１５６万ｋｌ約５１万ｋｌ合計（供給サイド＋需要サイド） 

１０．７万台０．００５万台クリーンエネルギー自動車 

４８．４万ｋＷ１８．７万ｋＷコージェネレーション 

〔参考／需要サイド〕 

３，２１７万ｋｌ２，６４０万ｋｌ一次エネルギー総供給 

２．７％１．２％一次エネルギー総供給に占める割合 

約８７万ｋｌ約３１万ｋｌ計 

１．５万ｋＷ０．０２万ｋＷ燃料電池 

１８．２万ｔ２．７万ｔ廃棄物燃料製造 

１４．０万ｋＷ２．０万ｋＷ廃棄物発電 

１００．０万ｔ０．４万ｔ雪   氷 

５．４万ｋｌ４．２万ｋｌ熱水利用 

５．０万ｋＷ５．０万ｋＷ地熱発電 

１５．５万ｋＷ１３．９万ｋＷ中小水力 

４．１万ｋＷ０．１３万ｋＷ風   力 

２４．８万ｋｌ１．６万ｋｌ太 陽 熱 

１６．１万ｋＷ０．０３万ｋＷ太 陽 光 

  〔供給サイド〕 

努力目標（２０１０年度） 実績（１９９５年度） 区 分 

新エネルギー・ローカルエネルギーの導入目標 
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５ 多様な自己実現や交流、生活の場の提供 

（１）ＵＪＩターン希望者の意識 

ＵＪＩターン希望者に対するアンケートにおいて、北海道はＵターン、Ｉターン先に希望す

る都道府県として上位を占めている。また、Ｕターン、Ｉターンを希望する理由として、「健康

な暮らしをしたい」「のんびり暮らしたい」「希望のライフスタイル、趣味をかなえたい」とい

った項目が上位にあり、これらのニーズを実現することが可能な地域という北海道のイメージ

により人気が高くなっているものと考えられる。 

 
〇希望する都道府県 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇Ｕターン、Ｉターンを希望する主な理由 

20.4

2.3

14.6

48.0

38.6 40.0

9.2

19.0 17.7

8.1

18.6

5.2

(41.5)

(20.3)

(48.8)

(40.9)

(8.8)

(20.4) (15.8)

(9.3)

(16.0)

(5.5)(1.9)

(16.6)
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で
や
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た
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が
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る
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を
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ぐ

家を持ちたい

健康的な暮らしをしたい
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のんびり暮らしたい

家
族
が
地
方
の
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活
を
希
望
し
て
い
る

子
供
を
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で
育
て
た
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見
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で
良
い
転
職
先
が
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つ
か
ら
な
い

都
会
の
生
活
や
人
間
関
係
が
い
や そ

の
他

(%) 全体（「どこでも良い」と回答した者も含む）（n=939)

※４つまで回答 

仕 事 生活・ライフスタイル 家  族 

7.1
8.5

3.9
5.3

1.1 1.8

14.5

8.1
6

4.2

11.3

34.6

26.9

12.7

9.2
7.4

3.9

9.5

6.45.7

12.8

5.7

22.6
20.0

9.9 6.6
6.3 6.3 5.2 4.8

0

5

10

15

20

25

30

35

40

 長野 北海道 静岡 福岡 山梨 宮城 福島 沖縄 群馬 愛知

Uターンしたい（n=283)

 Iターンしたい（n=283)

全体（「どこでも良い」と回答した者も含む）（n=686)

(%) 

※全体の上位 10 都道府県のみグラフ化 

出典：国土交通省都市・地域整備局「平成１２年度ＵＪＩターンに関する意識調査報告書」 

6.0 
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（２）北海道内のファームイン件数の推移、グリーン・ツーリズム関連地域 

資源 
 

○道内のファームイン軒数の推移 

 1994 まで 1995 1996 1997 1998 1999 2000 

開業軒数 14 18 23 25 28 32 35 

出典：国土交通省北海道局調べ 

○グリーン・ツーリズム関連地域資源                                  

   2001年１月現在 

支庁 受入施設等 イベント 事 業 制 度   

石狩    143    14  

渡島    121     43  

檜山      20      7 厚沢部、瀬棚 

後志     118    118  

空知     228     35 滝川、南幌、由仁、栗山、新十津川、北竜 

上川     144     24 旭川、美瑛、南富良野、和寒、下川 

留萌      34      8 豊富 

宗谷      24     11 女満別、津別、斜里、小清水、置戸、白滝 

網走     119     36  

胆振      43     13 追分 

日高      24      8  

十勝     113     35 帯広、上士幌、中札内、更別、池田、豊頃、本別 

釧路      52     13 鶴居 

根室      16      7 別海、中標津 

計   1,219    372  

・受入施設等  

 ファームイン（農家民宿）、農家レストラン、農業体験等を受け入れている農場、観光農園、農産物直売所、市民農園、

農産加工体験施設や関連する余暇活動施設などの箇所数。  

・イベント  

 農業祭り、産業祭り、青空市など、都市と農村の交流や農村の特色をいかしたイベントで例年実施されているもの。  

・事業制度  

 市町村や農協等で実施しているファームステイ、農業体験、研修等の受入事業、交流事業などグリーン・ツーリズムに

関連する独自支援施策のある市町村。 

出典：北海道調べ 
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単位：万人 

６ 経済の低成長や人口減少という状況においても生活の豊かさを

実感する社会の形成 

（１）人口減少 
2025 年における北海道の将来人口については、2000 年と比較し約 10％減少すると推計され

ている。 

 同じ 2025 年における６圏域別の将来人口については、道央圏で微増、道南圏、道北圏、オホ

ーツク圏、釧路・根室圏が 20％以上の大幅な減少になり、その結果、2025 年における道内６圏

域別の将来人口構成比をみると、道央圏の割合が増加する一方、他の圏域は減少するものと推

計される。 

 
 

全道における6圏域の人口推移構成比（対全道（％）：2000－2025） 

統計による６圏域等の将来人口増減率（2000-2025）

-4.7

-10.1

1.4

-27.0
-29.6 -31.0

-18.2

-30.0-35.0
-30.0
-25.0
-20.0
-15.0
-10.0
-5.0
0.0
5.0

全国計 北海道計 道央圏 道南圏 道北圏 オホーツク圏 十勝圏 釧路・根室圏

（％）

全道における６圏域の人口構成比（2000年）

60.1

9.1

12.2

6.0

6.3
6.4

道央圏
道南圏
道北圏

オホーツク圏
十勝圏
釧路・根室圏

全道における６圏域の人口構成比（2025年）推計値

67.8

7.4

9.6

4.6

5.7
5.0

道央圏
道南圏
道北圏

オホーツク圏
十勝圏
釧路・根室圏

2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年
全  国 12,691 12,768 12,762 12,644 12,413 12,091
北海道 568 567 561 549 532 511

人口推計 

出典：国立社会保障・人口問題研究所「都道府県別将来推計人口」（平成９年１月推計） 

注 ：2000年の実績値は、国勢調査速報ベース。 

出典：総務省「国勢調査報告」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（1997 年 1 月推計）」をもとに国土交通省国土計

画局作成。 

注：１．2000 年の実績値は、国勢調査速報ベース。 

  ２．将来推計値は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（1997年 1 月推計）」をもとに国土交通省国土計画局推計。

  ３．将来の社会増減率は、1990年～1995年の移動率を固定して用いた。 

  ４．全道における 6 圏域の人口構成比については、四捨五入の関係で１００にならない場合がある。 
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（２）１時間圏人口及び１．５時間圏人口の分布状況

北海道における各市町村からの１時間圏人口が 30 万人以下の地域をみると、市町村数で約

60％、人口で約 23％となり、全国平均（20％、５％弱）を上回る。1.5 時間圏人口でみても市

町村数で約 32％、人口で約 13％と全国を上回っており、こうした地域の中には、生活関連サー

ビスの充足度合いが広域でとらえてもなお低水準にとどまるものがある。

１時間圏人口（2000 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.5 時間圏人口（2000 年） 

 

 

出典：総務省「国勢調査報告」、国土交通省総合交通体系データベースシステム（NAVINET）をもとに、

国土交通省国土計画局作成。 

注 ：当該市町村から１時間圏内、1.5 時間圏内にある市町村の人口合計が何人かによって区分・集計

したもの。

    0～299,999

300,000～499,999

500,000～699,999

 700,000～899,999
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７ 産業、技術等 

 

 （１）北海道の産業構造 

産業構造の変化をみると、農林水産業、製造業の割合が減少しサービス業が増加している。 

 
道内・国内総生産における産業構造の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：北海道「道民経済計算年報」 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：内閣府「国民経済計算年報」 

北海道

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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全　国

0% 20% 40% 60% 80% 100%

90

95

98

（年）
農林水産業
鉱業
製造業

建設業
電気・ガス・水道業
卸売り・小売業

金融・保険業
不動産業
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サービス業
政府サービス生産者

非営利サービス生産者
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（２）製造業における付加価値額の比較 

北海道の業種別一人当たり付加価値額を全国と比較すると、ほとんどの業種で全国を下回り、

全業種平均でみても付加価値額が低くなっている。 

一人当たり付加価値額の推移（全業種平均）
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出典：経済産業省「工業統計表」 

出典：経済産業省「工業統計表」 
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（３）大学の都道府県別教員数 

 北海道における大学の教員数は 6,016 人で、全国第６位となっている。 

 
 

出典：文部科学省生涯学習政策局「平成１３年度学校基本調査報告書」 

大学の都道府県別教員数（本務者）　平成１３年５月１日現在

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000 40,000 45,000

広　島

宮　城

神奈川

兵　庫

北海道

福　岡

京　都

愛　知

大　阪

東　京

人

国　立 公　立 私　立

41,911 

11,147 

8,669 

7,358 

7,348 

6,016 

5,261 

4,501 

3,934 

3,607 

北海道 

全国計 １５２，５７２人 

※上位１０都道府県をグラフ化  
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（参考） 

 北海道産学官協働センター等について 

 民間が国立大学構内に設置する「全国初」の施設で、改正研究交流促進法の適用第１号でも

ある北海道産学官協働センターの設立など、国立大学を中心とした産学官連携の枠組みが形成

されつつあり、共同研究数も増加している。 

 
〇北海道産学官協働センター（コラボほっかいどう）設立（2000．4） 

 （産学官共同研究推進、研究成果の事業化促進） 

 

 ２０００ ２００１ 

共同研究件数 ７ ７ 

 出典：北海道産学官協働センター調べ 

 

 

〇道内で共同研究センターを設置している国立大学、研究数 

２００１年度は１０月現在 

 １９９９ ２０００ ２００１ 

（自然科学系）    

帯広畜産大学 地域共同研究センター ２５ ４１ ４４ 

北見工業大学 地域共同研究センター ４５ ５３ ５５ 

北海道大学 先端科学技術共同研究センター  ２２ ２６ １９ 

室蘭工業大学 地域共同研究センター ４７ ６４ ６１ 

（社会科学系）    

小樽商科大学 ビジネス創造センター ３ ３ ２ 

出典：各共同研究センター調べ 

 

 

〇北海道ＴＬＯ設立（1999.12）（大学等の知的財産の移転・活用） 

 

 １９９９ ２０００ ２００１ 

国内特許出願件数 ３ ２３ １７ 

外国出願件数 － １ ８ 

技術移転件数 － ５ ４ 

※2001 年 10 月 5日現在 

  出典：北海道ＴＬＯ 



地域活性化のための糖鎖工学産業クラスター推進による新産業創出

〔事業概要〕

北海道大学が有する世界的にも先端技術である糖の多量合成技術を活用し、
北海道の豊富な農林水産物由来の糖質資源を活かした新産業の創出を支援。

・産学官連携による地域科学技術の振興
・地元中小企業等の競争力の強化
・地域経済再生のためのイノベーション、新産業の創出

糖鎖合成物を活用した
産業群の形成

とうもろこしや馬鈴薯な
ど北海道の豊富な農林水
産物由来の糖質資源

・糖鎖とは砂糖、でんぷん、ブドウ
　糖などの糖質化合物の総称。
・製品化されたものは、生物資源
　に由来しているので、分解代謝
　し最終的には土に戻る。地球
　環境に非常に優しい資源。

複合糖質の多量合成

※複合糖質合成
　糖に機能性物質（たんぱ
く質、アミノ酸、脂質など）
を加えることにより、新た
な素材の開発が可能

糖の多量合成

糖質資源
人工でんぷん（生分解性制御多糖）〔用途：ダイエット食品〕

生　分　解　性　界　面　活　性　剤　〔用途：石けん、洗剤〕

【これまでの研究内容】

※生分解性：土に埋めたり、人体に摂取されると、容易に分解される環境負荷の少ない性質

地元中小企業等による糖鎖資源
の高度利用を進めた産業展開へ

複合糖質合成技術の確立

・用途：フィルム、包装材料、容器など
・特徴：土中等で容易に分解されるので、
　　　　環境に優しく、資源循環に有効。

生分解性プラスチック 植物の生育活性剤・阻害剤

・用途：肥料、除草剤
・特徴：環境汚染を伴わないため、安全
　　　　性の高い農産物の生産が可能。

再構築

【新たな研究内容】環境重視型社会での高い需要が見込まれ、かつ、
早期の企業化が有望な環境配慮素材を開発

（４）今後の取組参考例
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環境にやさしいエネルギーを活用した北の街づくり

〔事業概要〕
北海道に豊富に存在する水素資源の活用について、燃料電池から発生する電気及び熱の地域
内有効活用手法を確立するため、北海道大学の水素貯蔵・運搬システムの耐久性・効率・反応
速度などの特性を検証するための実証試験を行い、燃料電池活用型社会の実現に向けた標準
的な導入マニュアルを作成する。

【Ｐｏｉｎｔ－１】　北海道には水素資源が豊富

シクロヘキサン
デカリン

液体有機ハイドライド

（輸送・貯蔵）

ベンゼン
ナフタレン

水　　素

（触 媒）

　分 離 ・加 熱

（回収・リサイクル）

（燃料電池燃料）

【Ｐｏｉｎｔ－２】　北海道大学を中心とした水素輸送・貯蔵技術の革新

（有機ハイドライドの活用）

【Ｐｏｉｎｔ－３】　①広域分散型社会である北海道においては、送電ネットワークを必　
　　　　　　　　　　要としない分散型電源が有効
　　　　　　　　　②積雪寒冷な気象条件から、冬期の熱利用も可能なコージェネレー
　　　　　　　　　　ションシステムの導入が有効
　　　　　　　　　③地域資源の活用の観点から、環境特性に優れている燃料電池の
　　　　　　　　　　活用が環境にやさしいまちづくりに効果的

天然ガス　（勇払、サハリン）、Ｇ Ｔ Ｌ、メタンハイドレート、
バイオマス（生ごみ、家畜ふん尿、下水汚泥）

燃料電池

電　　力

排熱・温水
給湯・床暖房
融雪槽
ロードヒーティング等

照明、エアコン等
ＣＨ４

Ｈ２

風力・太陽光等

水素貯蔵・運搬技術
（北海道大学）

実証実験

生産

生産

運搬

運搬バイオガスプラント

燃料電池
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北海道産業クラスター創造プロジェクト支援 

北海道経済の構造改革、再生を促し、地域の自立的発展に資するため、道経済団体が 1996 年

に北海道産業クラスター構想を提唱。 道内各地域で産業クラスター研究会が立ち上がり（2002

年 2 月現在 23 研究会）、液体マルチ素材、超減容有機性廃棄物処理プラントなど、商品化が進

展しつつある。  

北海道に多量かつ多様に賦存する一次資源から糖鎖を抽出、活用する糖鎖工学研究など、北

海道に優位性のある分野の基礎技術研究、実用化研究も進む。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

産業クラスター研究会の立ち上がり推移

2

12

17

20

23

0

5

10

15

20

25

97 98 99 00 01 （年度）

（件）

出典：北海道地域技術振興センター調べ 

出典：国土交通省北海道局調べ 



（プロジェクト事業化の支援）

　

これまで商品化に至ったプロジェクトは、大学等との連携協力が成功のポイント　　　

　　・マルチング農法畑被覆材（十勝）－帯広畜産大学

　　・超減容型有機性廃棄物プラント（旭川）－北海道大学　　等

大学・試験研究機関等との連携によって製品化を確実にできるクラスターを支援

　　・技術的課題を分野別に集約→研究　

　　・プロジェクトへの応用

これまでの事業化成功例

○畑作用の無公害の土壌保温剤（被覆剤）
を帯広畜産大学と連携し開発 。従来のビ
ニル資材と異なり回収が不要で、ダイオ
キシン発生も無い。
　　　　　　　　　　　　（十勝地方）

○地域で産する木材チップ、おがくずを
攪拌材料として用い、微生物の働きによ
り生ゴミを高速に消滅させる廃棄物処理
プラントを北大と連携し開発。　　　　
　 　　　　　　　　　　　　（旭川地方）
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（５）産業拠点開発 

苫小牧東部地域開発について 

苫小牧東部地域開発について、1999 年 7 月に借入金に依存せず土地の造成、分譲を行う㈱苫

東が設立され、産学住遊の複合開発が進められている。 

ア．苫小牧東部地域開発計画の概要 

・全国総合開発計画及び北海道総合開発計画に位置づけられたプロジェクト 

    ・苫小牧東部開発新計画（平成7年8月）生産機能、研究開発機能、居住・生活機能の複合開発 

  ・計画全体面積10,700 ha、うち分譲対象面積 5,500ha、分譲済面積約900ha（分譲率16%） 

・㈱苫東設立・・借入金に依存せず、土地の一体的確保、造成、分譲（99年7月） 

 

    苫小牧東部地域概要図 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ．今後の開発の進め方 

・当面は、重点地域を中心に公的プロジェクトを核に一般分譲を推進し、中長期的には、戦略プロ

ジェクトの展開を図る。 

 

■公的プロジェクトの例 

大型実験研究施設、産業支援施設、防災センター、大規模公園等 

 
 

・石油備蓄：全国備蓄量の約 1/10 

・火力発電：103.5万 kw 

・自動車：エンジン組立輸出 

      年間約 30万台程度 

・東港：取扱貨物量は、約 790万 t 



 27

８ その他 

（１）豪雪地帯及び特別豪雪地帯の指定状況 

北海道は、豪雪地帯対策特別措置法に基づき、全地域が豪雪地帯の指定を受けている。 

また、特別豪雪地帯の指定は、道内全市町村の 44.3％に当たる 94 市町村が受けており、面積

では約 36,000Ｋ㎡で全道面積の 42.8％を占めている。 

 

北海道内の豪雪地帯及び特別豪雪地帯の指定状況 
道内指定市町村数 人 口（千人） 面 積（Ｋ㎡）  

区 分   

  

道内に占め

る割合（％） 

  

 

道内に占め

る割合（％） 

 

 

道内に占め

る割合（％） 

豪 雪 地 帯 212 100.0 5,692 100.0 83,452 100.0 
 うち特別豪雪地帯 94 44.3 877 15.4 35,703 42.8 

（注）人口：平成７年 10 月 1 日現在 国勢調査    面積：平成 10 年10 月 1 日現在 国土地理院調 

  資料：北海道ホームページ 

※「豪雪地帯」とは、30 年間以上の期間における累年平均積雪積算値が 5,000 ㎝日以上の地域。 

※「特別豪雪地帯」とは、豪雪地帯のうち、積雪の度が特に高く、かつ、積雪により長期間自動車の交通が途絶する等に

より住民の生活に著しい支障を生ずる地域について、豪雪地帯として指定された道府県の区域の一部を指定したもの。 

 
全国の豪雪地帯の指定状況 

区  分 全  国 
豪雪地帯 

（対全国比） 

うち特別豪雪地帯 

（対全国比） 

人  口（千人） 126,919 20,449（16.1％） 3,512 （2.8％） 
面  積（Ｋ㎡） 377,829 194,090（51.4％） 75,364（20.0％） 
市 町 村 数 3,227 961（29.8％） 280 （8.7％） 

（注）人口：平成 12 年 10 月 1 日現在 国勢調査   面積：平成 7 年「全国都道府県市区町村別面積調」  市町村数：平成 13 年 4 月 1 日現在  

 

 豪雪地帯（特別豪雪地帯）指定地域
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（２）過疎地域の指定状況 

 

 

 

 
 

過疎地域指定市町村数 過疎地域人口（千人） 過疎地域面積（ｋｍ２） 
区 分 全市町村数 

 割 合  割 合  割 合 

北海道 212 152 71．7％ 1,041 18．3％ 55,748 66．8％ 

全 国 3,227 1,171 36．3％ 7,536 6．0％ 180,313 47．7％ 
資料：総務省「平成１２年度版過疎対策の現況」  

注：人口…平成７年 10 月 1 日現在 国勢調査  面積…平成 10 年 10 月 1 日現在 国土地理院調   市町村数…平成 1 3 年 4 月 1 日現在       

※「過疎地域」とは、次の人口及び財政力に係る要件に該当する市町村の区域を言う。 

(1)人口要件：以下のいずれかに該当する市町村 

 ①S35～H7の 35 年間人口減少率が 30％以上 

 ②S35～H7の 35 年間人口減少率が 25％以上かつ高齢者比率（65歳以上）24％以上 

 ③S35～H7の 35 年間人口減少率が 25％以上かつ若年者比率（15-29 歳） 15％以下 

  ＊①～③の場合は、S45～H7の 25 年間で 10％以上人口増加の団体は除く。 

 ④S45～H7の 25 年間人口減少率が 19％以上 

(2)財政力要件：平成８年度～平成 10 年度の３ヶ年平均の財政力指数が 0.42 以下かつ公営競技収益が 13 億円以下。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

過疎地域自立促進特別措置法の過疎地域の指定は、道内市町村の 71.7％に当たる 152 市町村

が受けており、北海道の面積の 66.8％を占めている。 

過疎地域市町村は札幌圏や中核都市とその周辺を除く地域に広く分布している。 

過疎地域指定地域 
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（３）都市間距離 

北海道の都市間距離は全国の 1.5～２倍となっており、最寄り都市までの平均道路距離をみて

も、都市規模によらず全国の２倍程度となっている。 

「札幌～釧路、稚内間」の道路時間距離は「東京～名古屋、仙台間」よりも、「札幌～函館間」

は「東京～新潟間」よりも大きく、都市間の所要時間短縮は大きな課題となっている。 

 
最寄り都市までの平均道路距離 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：北海道開発局調べ 
 

道内主要都市（対札幌）と本州主要都市（対東京）の時間距離比較  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

 

出典：国土交通省「道路時刻表 2000」 
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（４）北海道の地方公共団体の財政力指数 

北海道の地方公共団体の財政力指数について比較すると、47 都道府県中 28 位、都市

平均 45 位、町村平均 46 位となっている。 
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・各都道府県における都市別財政力指数の平均の比較（平成　年度）
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（５）社会資本整備状況 

 北海道の社会資本整備は着実に進められてきたが、全国と比較すると、未だ遅れている分野

がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：高規格幹線道路供用率 国土交通省「道路統計年報」等 

   地すべり危険箇所整備率 国土交通省「砂防便覧」等 

   要保全海岸延長に占める有施設延長の割合 国土交通省「海岸統計」 

   海上コンテナターミナル整備率 国土交通省「数字でみる港湾」等 

   畑地かんがい施設整備率 農林水産省「土地利用基盤整備基本調査」、「農用地建設業務統計」による推計 

   ゴミの減量処理率「日本の廃棄物処理」 

社会資本の全国比較
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（参考） 

 高規格幹線道路の整備状況 

 
 
 

資料：国土交通省北海道局作成 


